
事業実施地域・
協力園校

【実施地域】

【協力園校】
幼：公立幼稚園３園、私立幼稚園２園、公立保育所１園、私立保育園４園、
小：公立小学校１４校

架け橋期の
コーディネー
ター等

【配置人数】
９名
【経歴】
・教育委員会教育職６名（小学校籍３名（うち専
任１名）、幼稚園籍３名）
・有識者3名

架け橋期の
カリキュラム開発

会議

【会議委員人数】
１７名

【開催数】
３回

【委員属性】
公立幼稚園関係団体１名、私立幼稚園関係団体１名、私立保育園関係団体２名、公立小学校関係団体１名、教員養成大学
教授２名、公立小学校３名、保護者関係団体２名、市小学校担当者３名、市幼稚園担当者１名、幼児教育センター1名、

0

架け橋期の
カリキュラム

【開発主体】
Aブロック（１公立小学校、１公立幼稚園、１私
立幼稚園、１私立保育園）
Bブロック（１公立小学校、１公立幼稚園、１私
立幼稚園、３私立保育園）
Cブロック（１公立小学校、１公立幼稚園、１公
立保育所）

文部科学省委託事業「幼保小の架け橋プログラムに関する調査研究事業」 成果概要資料（令和５年度）

幼稚園 保育所 幼保連携型
地域裁量型 小学校

国立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 国立 公立 私立
施設数 1 15 84 13 209 0 66 2 158 9

園児・
児童数 96 676 8,668 952 19,514 0 8,381 1005 57,984 3495

京都府京都市教育委員会
【総人口】 1,437,853人
【主担当部局】京都市教育委員会学校指導課

（公立幼稚園担当）
【主な関係部局】京都市教育委員会学校指導課

（公立小学校担当）
京都市子ども若者はぐくみ局
幼保総合支援室

（公営保育所・民間保育園・私立幼稚園担当）

【自治体 関連URL】 https://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000317791.html



【会議設置による成果と課題】
①成果

〇架け橋プログラムの全市展開に向けた方向性の確認
・会議に参画する幼保小や保護者団体への意見聴取、幼保小連携・接続に対する意識や意義の確認により、
本市方針の検討と方向性の確認・決定
・架け橋期の子供にとってふさわしい教育（主体的・対話的で深い学び）の共有

〇３つの研究ブロックの調査研究内容の理解と研究の方向性への示唆
・研究ブロック校のスタートカリキュラムの参観と小学校の入学期の取組を理解し、改めて架け橋期の子供の学びに
ついて協議
・研究ブロックの先進的な架け橋プログラムの取組について成果・課題を確認し、本市の方針を協議・検討

②課題
・会議に参画する幼保小それぞれの立場があり、架け橋プログラムの意義への理解はあるが、幼保小連携・接続
への取組実施状況に差がある。例えば、お互いの勤務時間の問題などから、幼保小が研修やブロック会議等に一堂
に集合するのが難しい実態を解決するため、私立幼稚園、民間保育園の保育者が参加しやすい研修制度・方策に
ついての検討（保育士等キャリアアップ研修の活用について模索・検討）を進めているが、すべての校園所に有効な
手立てを確立するには制度等を含め様々な課題がある。

【架け橋期のカリキュラムに関する議論】
〇３研究ブロックでのカリキュラム作成：幼保小が互いの違いを感じ、子供の姿を語り合い、共通の視点を持ち、他校
園からの意見で互いに問い直しながら、ともに納得し、実践につながるカリキュラムを作ることを目指すとの示唆

〇３研究ブロックでのカリキュラムを使った実践：実践を見合う合同研修、架け橋期の子供の交流、幼保小での授業づ
くり等の実践を重ねたカリキュラムマネジメント実施に関する報告、研究の方向性への示唆

〇「架け橋期のカリキュラムのモデル例」の作成：３研究ブロックでの研究を受け、R7年度からの全市展開を目指して、
R6年度に「架け橋期のカリキュラムのモデル例」（京都市版）を作成することを決定。

。
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カリキュラム開発会議
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… 京都市では、「京都市架け橋会議」 と呼称



【架け橋期のカリキュラムの実践による変容】…研究ブロックへの経年変化調査（２年目）分析から
〇教師の変容 ⇒ 教育の質の向上につながる変容

・連携・接続に取り組んで良かったことについて全ての項目でＲ４年度より効果があったと回答する割合が増加。
「授業の見直しにつながった」「幼児期の育ちを小学校教育に活かす」「架け橋期の発達を知り指導に活かす」の
項目が特に大きく上昇した。

〇子供の姿の変容 ⇒子供たちの主体的・意欲的に学ぶ姿勢
・連携・接続に取り組んで良かったことについて全ての項目でＲ４年度より効果があったと回答する割合が増加。
「異年齢の子供や友達とかかわる力」「子供の学習意欲の向上」「主体的に小学校生活に取り組む」の項目が特
に大きく上昇した。

〇研究ブロック校は、先進的な取組を展開し、その実践が教育・保育の質向上につながっている。

【架け橋期のカリキュラムの開発プロセス】
〇3研究ブロックでのカリキュラム開発

特徴の異なる３つの小学校区において、それぞれの実態に応じたカリキュラム開発に取り組む。各ブロックで「思考
力」「すすんで学ぶ」「つながり」等共通の視点を作成し、幼保小の連携主任が回を重ねて検討したり、幼保の管理
職や連携主任が話し合い、幼保での言葉の使い方の違いを知り、言葉を吟味するなどの協議を行い作成している。
〇相互理解のポイント：互いの保育、授業を見て語り合うこと

保育…小学校教員が、５歳児の発達を知る、保育者の言葉かけや環境の設え方を授業に活かす。
授業…幼保の教員が、小学校授業が「座学」「教える」から大きく変化していることに気付く。

⇒「架け橋期の主体的・対話的で深い学び」を幼保小で目指し、保育・授業改善を意識した取組へ
【架け橋期のカリキュラムの概要】
     今まで作成してきた接続期カリキュラムとは違い、３ブロックともに「架け橋期」を意識した２年間のカリキュラム

を作成している。 それぞれの発達を見据えつつ、５歳児は１年生へのつながり、１年生は、幼児期とのつながり
と２年生への発達のプロセスを見通したカリキュラムの開発を目指した。
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架け橋期のカリキュラム
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【次年度への展望】 R7年度からの全市展開に向けた取組（〇新規事業 ■継続事業の主なもの）
〇架け橋プログラムの手引の作成(架け橋期のカリキュラムモデルの提示と年間計画モデルの提示)
〇公立幼小に幼保小連携・接続主任の設置と民間の幼保を含む全市連携主任・窓口担当者一覧の作成・配付
〇連携・接続主任研修会の実施 〇京都市架け橋シンポジウムの開催（令和7年2月予定）
■京都市架け橋会議での「京都市における幼保小連携・接続」の方針の策定と改善 ■架け橋通信の継続配信
■公立幼小への架け橋プログラム実施状況調査の実施と分析 ■保護者向け子育て講座の継続
■各種研修の継続 〇就学前施設に向けた現在の小学校教育の実態や目指す教育についての理解啓発

【成果と課題】
〇組織づくり：子ども若者はぐくみ局との連携強化、京都市架け橋会議の充実、幼保小の架け橋コーディネーター

（R５から小は専属）の設置等により、組織強化と着実な進展が図れた。
〇３研究ブロック（R４～）と１１実践研究校（R５～）の実践

・研究ブロックによる架け橋期のカリキュラムの検証と改善。
・連携接続の具体的取組（保育・授業の公開、幼児・児童の交流、合同研修会、半日入学・入学式の工夫、

スタートカリキュラムの充実など）の実施と発信が進展。
・幼保小連携・接続主任の設置に向けて、その役割と効果の検証。

〇自治体の取組
・全校、実践研究校、ブロック校対象のアンケート調査実施と分析

全市の取組状況の明確化。研究実践が進むほどに、架け橋プログラムの目指す保育・授業の改善（主体
的・対話的で深い学び）への意識の高まり、子どもの変容を確認。

・全校の「教育指導計画書」へ連携・接続の取組記載(必須)により、各校への意識づけ。
・研修の実施（管理職悉皆研修・幼保小合同研修）、保護者向け子育て講座、「架け橋通信」の配信による、

子どもを取り巻く教師、保護者などへの啓発の推進。
●課題：架け橋プログラムの趣旨を理解し、各小学校区で幼保小のコミュニティーを構築し、全市に広

げていくこと、子ども若者はぐくみ局所管の幼保への啓発と参加しやすい体制づくり
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次年度への展望
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